平成１７年度事業報告書
平成１７年６月1日から平成１８年５月３１日まで

特定非営利活動法人　東上まちづくりフォーラム

１．事業の成果

①地域資源の再発見と人材開発の場の提供

平成１７年度は、「志木市広報紙作成プロジェクト」の一環として、７月３０日に「『広報しき』フリートーキングの集い」を開催し、広報紙についての自由な意見交換の場を設けた。ここでは埼玉県内の他の市町の広報紙を参考としながら、自分のまちの広報紙がどうあったらいいか、といった点について、会員だけでなく、広く志木市民やその他の市の人材も集まって活発に意見が交換された。志木市の人材資源をどう広報紙で紹介し、また人材開発にもつなげていけるかといった点にも話がでるなど、こうした活動を通じて、地域資源の再発見や人材開発につながる場の提供が行われた。

平成１６年度まで年４回程度は実施していた「情報交流会」は、「三火会」にその役割を譲るかたちで平成１７年度は実施しなかった。情報交換の場として平成１６年から始めた「三火会」は、原則毎月第三火曜日の夜に開催しているが、平成１７年度には年間を通じて合計９回開催し、毎回事務局の会議室が一杯となる１０名前後の人数が集まるほどの会に発展した。（詳しくは下記の「③住民交流の場づくり」を参照）

　

②街づくり提案とプロジェクト活動
１７年度は、「指定管理者制度調査プロジェクト」が新たに立ち上がり、１０名前後の会員メンバーが分担して東上線沿線の各自治体に調査に行くなど、活発な活動を行った。しかしながら目標としていた「指定管理者制度を利用した施設運営の受託」といった段階にまでは至らなかった。

プロジェクト活動として、最もエネルギーが注がれた活動は、「志木市広報紙作成プロジェクト」であった。志木市によって行政パートナーに任命された５名の会員メンバーが、市から業務受託を受ける形で、広報紙の編集業務にあたった。そのなかでは、前述した「『広報しき』フリートーキングの集い」が開催されるなど、東上まちづくりフォーラム全体としても多くの人材が、このプロジェクト活動に参加した。実際に編集業務を行うスタッフとは別の人材も多く関わる形で、今後の広報紙のあり方を大局的な見地から検討するための広報紙プロジェクトとしての会合もたびたび開催され、広報紙を媒介とした自治体（行政）と市民とのコミュニケーションのあり方について、数多くの貴重な意見交換や提案がなされた。その成果は、志木市に提案した今後の計画案（行政年度における平成１８年度の「広報紙編集に関する東上まちづくりフォーラムとしての計画案」）にも反映された。自治体との協働事業は、他の自治体やマスコミ等からも注目され、また雑誌や書籍などでも志木市と東上まちづくりフォーラムとの取り組みが幾度か取り上げられた。

平成１７年度の東上まちづくりフォーラムの活動は、かなりの部分が、この「志木市広報紙作成プロジェクト」に費やされたといっても過言ではない。

その影響もあり、平成１６年度に行っていた「空き店舗活用・商店街活性化プロジェクト」や「ＳＯＨＯ／マイクロビジネス創業支援プロジェクト」は、残念ながら１７年度には活発に活動できなかった。「ＳＯＨＯ／マイクロビジネス創業支援プロジェクト」の一環としては任意団体としての埼玉ＳＯＨＯ／ＭＢ支援ネット（彩の国起業ベンチャー支援協働機構）が複数の産業支援系のＮＰＯ法人の連合体として立ち上がっているが、その会合を２回世話人として主催する形で実施した。
③住民交流の場づくり

平成16年6月から始まった、オープンでくつろいだブレスト型のミーティング「三火会」（毎月第三火曜日に開催）は、平成１７年度は年間を通じて合計９回開催され、東上まちづくりフォーラムが定期的に提供する交流の場として、定着した。毎回のテーマはとくに決められておらず、フリーディスカッションの場であるが、毎回新たな人材が参加するため、そうした方の話題などを中心として話は盛り上がった。メーリングリストでの電子的なコミュニケーションも行われているが、リアルに集まって、近況を話せる場としての「三火会」の役割や意義は大きい。

東上まちづくりフォーラムが内部的には「まちづくりサミット」と称して、毎年１回継続して実施してきている交流イベントについては、平成１７年度は２つのイベントに共催（共同主催等）という形で参画することで、実施した。１つめのイベントは、２月末に実施された「まちを元気にするテレワーク～自治体との協働を考える」というもので、これは学術団体である日本テレワーク学会とＮＰＯ法人東上まちづくりフォーラム、それに大学（尚美学園大学）が共同開催（共同主催）した。

３月始めに行われた「ＮＰＯフォーラムぜーんぶ埼玉」のイベントには、同イベントを主催した「ＮＰＯフォーラムぜーんぶ埼玉実行委員会」に東上まちづくりフォーラムの理事が副実行委員長として関わるなど、その開催に大きく関わった。（その成果の詳細は下記「事業報告」を参照）
④その他の活動
　理事の柴田郁夫が、埼玉県の「ＮＰＯ活動推進委員会」および「ＮＰＯ懇話会」の委員として、年間１０回前後の県主催の委員会に出席した。
２．事業報告

（１）特定非営利活動に係わる事業

①地域資源の再発見と人材開発の場の提供

	事業内容
	時期
	対象
	活動内容

	「『広報しき』フリートーキングの集い」

地域資源の再発見（の場の位置づけで）


	平成1７年 ７月３０日（１０：００～１２：００）


	一般

	「志木市広報紙作成プロジェクト」の一環として開催。広報紙についての自由な意見交換をもくろみ、広報紙を通じた市民と自治体とのコミュニケーションの活発化や、また地域資源の再発見につながる成果を期待して実施した。

当日は埼玉県内の特徴的な広報紙１０紙前後を机上に並べて、参加者が評価投票を行うなど、話題の広がりにつながるような運営上の工夫を行った。

当日の記録は、東上まちづくりフォーラムのホームページ上（http://www.tojocity.org/shiki/）に掲載されているが、「特集記事について」「広報紙にもっと市民の意見や情報が載ることについて」「そもそも広報紙の役割や意義について」「ＮＰＯとの協働業務で広報紙ができている事について」の各項目について、フリーにディスカッションで語られた内容や、また当日行ったアンケート結果などを掲載している。

参加者は、志木市民をはじめ他市からも参加があり２０名であった。


②街づくり提案とプロジェクト活動
プロジェクト実施（プロジェクト申請済）

	プロジェクト名称
	活動内容

	ＳＯＨＯ／マイクロビジネス創業支援プロジェクト
	東上まちづくりフォーラムが世話人を務めるかたちで、ＳＯＨＯ／マイクロビジネスを支援する埼玉の事業系ＮＰＯが８団体集まっている「埼玉ＳＯＨＯ／ＭＢ支援ネット（彩の国起業ベンチャー支援協働機構）」の会合を２回開催した。
これは、同ネットが、共同で情報提供できるホームページを作るという意図のもとに行ったものである。

	指定管理者受託検討プロジェクト（指定管プロ）
	　東上まちづくりフォーラムが活動範囲とする７市１町（和光市、朝霞市、志木市、新座市、富士見市、ふじみ野市、三芳町、川越市）の指定管理者制度の取り組み状況を調査し、研究を行った。
「指定管プロ」の名称で、２００５年４月２８日～２００６年２月２３日会合まで、都合８回にわたり研究会を開催し、指定管理者制度の実態を把握しながら、東上まちづくりフォーラムとして、受託可能な施設があるか等を研究討議した。参加メンバーは１０名で

毎回５～７名で各市の情報を分析し、委託説明会にも参加して
見たが、これまでの運営のしがらみがあり、本格的な委託制度に移行するのは２～３年後という実態がわかった。
　また、受託側として選択対象に選ばれるには、ＮＰＯに得意分野の事業実績が必要ということもわかった。

	志木市広報紙作成プロジェクト
	埼玉県志木市が同市の全市民向けに発行している『広報しき』の編集業務を、平成１７年４月から同市の委託を受けて実施。平成１８年３月まで行った。これは同市が進めている「行政パートナー制度」（従来市職員が行ってきた業務を市民に外注することで、財政再建と市民の市政への参画が意図されている制度）の枠内で受託した業務であり、東上まちづくりフォーラムは、すでに出来ていたＮＰＯ法人としては初めて行政パートナーとなった。東上まちづくりフォーラム側は、５名の会員（内、２名は理事会メンバー）でこの業務を遂行した。

平成１７年１０月の時点では、志木市側の評価委員による審査をうけたが、半年間の実績が高く評価された。１１月には志木市に対して市民協働業務改善提案書および平成１８年度の広報紙編集業務における事業計画書（以下参照）を提出した。

１８年度も鋭意本事業に取り組もうとしていた矢先、２月時点で市側から１８年度への継続は行わないとの方針が示され、本事業は３月をもって終了した。
＜参考：市に提出した「平成１８年度事業計画」の要点＞
１．平成１８年度の業務運営方針

１）広報紙編集・発行業務の一連のプロセスにほぼ習熟したが、平成１７年度も気を緩めずに、ミスなく、市民の視点・立場にたった広報紙を作れるよう、毎号新鮮な気持ちで業務に取り組む。



	
	２）内容面で、市民により関心・興味をもってもらえる紙面づくりのアイデアを展開する。（市民活動の紹介欄の充実、双方向型の記事欄の充実、特集記事の展開とそれと連動したイベント等の開催等）

３）技術面では、完全版下まで作成して印刷外注費の削減に結びつける等の業務プロセスの改善検討を、市政情報課ともよく相談のうえ、慎重に検討する。

２．実施方法

１）内部研修の実施や新規人材育成など、

悪い意味での“慣れ”が生じないような方策を実施。

２）レイアウトデザイン研究や記事内容面での新展開を実施。

また市民参画を促し広報紙への関心向上につながるような工夫を行う。

３）他市の仕組み等も参考に、かつ印刷業者とのコミュニケーションも行って業務プロセス改善を継続検討。

３．実施計画案等

１）人材育成については、１６年度の下半期の後半から実施。（１７年度業務に差しさわりのないようにする。）内部研修はテーマを決めて年２回以上、５月前後・９月前後・２月前後などに実施。

２）１６年度後半からレイアウトデザインの検討を実施し、１７年度４月号から一部デザインの変更を実施。市民参画を促すイベント等は１７年度２回以上実施（６月前後、１１月前後など）。特集記事への展開にむすびつける。

３）他市への視察を年１回以上実施。


③住民交流の場づくり

	事業内容
	時期
	対象
	活動報告

	三火会
	毎月第三火曜日に開催
場所：原則的に東上まちづくりフォーラム事務局会議室にて開催、１月は鶴ヶ島市民活動支援センターにて開催
	一般
	会員、非会員を問わず誰でもが参加できる会。事務局のスペースで、軽食軽飲をしながら参加者が自己紹介や最近の話題を話し、あとは自由に歓談。東上まちづくりフォーラムの事を理解するための第一窓口の役割も果たす。

平成１７年度は年間を通じて合計９回開催した。



	まちづくりサミット
「まちを元気にするテレワーク～自治体との協働を考える」

	２月２６日（日曜日）１３：３０～１７：３０（開場１２：５０）
場所：尚美学園大学川越キャンパス
	一般
	東上まちづくりフォーラムが内部的に「まちづくりサミット」と称して、毎年１回継続して実施してきている交流イベントにあたるものとして、平成１７年度は標記イベントに関わった。「まちを元気にするテレワーク～自治体との協働を考える」は、学術団体である日本テレワーク学会とＮＰＯ法人東上まちづくりフォーラム、それに大学（尚美学園大学）が共同開催（共同主催）した。これは、地域に還って、地域で働きたい（例えばコミュニティビジネスで）と思っている中高年・シニア層や団塊世代、４０～５０歳代の方を対象としたもので、当日はあいにくの天候にもかかわらず、約８０名の参加があった。
内容は、前半に比嘉邦彦・東京工業大学教授（日本テレワーク学会長）が、高知県の事例をとりあげ、自治体の仕事を地元のＳＯＨＯ事業者やＮＰＯ法人が受託するという地域活性化モデルについての講演を行った。後半は、パネリストに行政職員、NPO主催者、大学人が登場したシンポジウムを実施、テーマは「行政と協働して地域で働きつづける～コミュニティビジネスとテレワーク～」というものだった。今後地域に還ってくる団塊世代はＩＴが使える（つまりテレワークで仕事をする）ＳＯＨＯ事業者と捉えられるが、そうした層が自治体と協働して行政の仕事の一部を担っていくようなコミュニティビジネスがどうしたら盛んになっていくかが議論された。指定管理者制度や提案型の協働のあり方、ＮＰＯ法人や地域にある大学の役割なども話題となった。


	「ＮＰＯフォーラムぜーんぶ埼玉」


	３月４日（土曜日）
場所：大宮ソニックシティ、シーノ大宮
	一般
	ＮＰＯフォーラム埼玉実行委員会が主催して開催し、東上まちづくりフォーラムとしては同実行委員会に参加し、柴田代表理事は同委員会の副実行委員長を務めた。開催日当日は、午前中さいたま市が主催したイベントと同時開催と言う形で実行した。午後（13：30～16：30）に行われた１１の分科会では、東上まちづくりフォーラムはＨ分科会（大宮ソニックシティ４階市民ホールにて実施）を受けもち、そこでのテーマは「生涯現役であるために～
２００７年以降の団塊世代のいっせい退職後のコミュニティビジネスについて考える」であった。講師は柴田代表理事と正会員の武内昇が務めた。
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